


○国立大学法人の決算について

国立大学法人は、国立大学法人法第３５条に準用する独立行政法人通則法第３８条の定めに基づき財務諸表を作成します。

毎事業年度、財務諸表等を作成し、当該事業年度終了後３か月以内（第２期中期計画期間最終年度である当年度決算においては６月１０日）

に文部科学大臣に提出して承認を受けなければなりません。

１）財務諸表

２）事業報告書（会計情報及び非会計情報）

３）決算報告書（予算の区分に従い作成）

４）監事の監査報告

５）会計監査人の会計監査報告

また、上記１）～３）は国立大学法人法第１１条第２項及び第２０条第４項に基づき、役員会及び経営協議会の議を経る必要があります。

独立行政法人通則法

（財務諸表等） 

第三十八条 独立行政法人は、毎事業年度、貸借対照表、損益計算書、利益の処分又は損失の処理に関する書類その他主務省令で定める書類及びこれらの

附属明細書（以下「財務諸表」という。）を作成し、当該事業年度の終了後三月以内に主務大臣に提出し、その承認を受けなければならない。

２ 独立行政法人は、前項の規定により財務諸表を主務大臣に提出するときは、これに主務省令で定めるところにより作成した当該事業年度の事業報告書及び

予算の区分に従い作成した決算報告書並びに財務諸表及び決算報告書に関する監査報告（次条第一項の規定により会計監査人の監査を受けなければ

ならない独立行政法人にあっては、監査報告及び会計監査報告。以下同じ。）を添付しなければならない。

（略）

（会計監査人の監査） 

第三十九条 独立行政法人（その資本の額その他の経営の規模が政令で定める基準に達しない独立行政法人を除く。以下この条において同じ。）は、

財務諸表、事業報告書 （会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について、監事の監査のほか、会計監査人の監査を受けなければならない。

この場合において、会計監査人は、主務省令で定めるところにより、会計監査報告を作成しなければならない。

国立大学法人法

（役員の職務及び権限） 

第十一条 学長は、学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）第九十二条第三項に規定する職務を行うとともに、国立大学法人を代表し、その業務を

総理する。 

２ 学長は、次の事項について決定をしようとするときは、学長及び理事で構成する会議（第五号において「役員会」という。）の議を経なければならない。

（略）

三 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項

（経営協議会） 

第二十条 国立大学法人に、国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関として、経営協議会を置く。 

（略）

４ 経営協議会は、次に掲げる事項を審議する。 

（略）

四 予算の作成及び執行並びに決算に関する事項
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１．国立大学法人の財務諸表

２．財務諸表の目的

　

３．財務諸表の構成

1 貸借対照表（Ｂ/Ｓ）
2 損益計算書（Ｐ/Ｌ）
3 キャッシュ・フロー計算書
4 利益の処分（又は損失の処理）に関する書類
5 国立大学法人等業務実施コスト計算書
6 附属明細書

４．主な会計制度の比較

 財政状態・運営状況の開示  財政状態・経営成績の開示  予算とその執行状況の開示

 複式簿記  複式簿記  単式簿記

 発生主義  発生主義  現金主義

 財務諸表  財務諸表

 　・貸借対照表  　・貸借対照表

 　・損益計算書  　・損益計算書

 　・キャッシュ・フロー計算書  　・キャッシュ・フロー計算書

 　・利益の処分または損失の  　・株主資本等変動計算書

     処理に関する書類      損失処理計算書 （利益処分計算書）  歳入歳出決算書など

 　・国立大学法人等業務実施  　・附属明細書

     コスト計算書

 　・附属明細書

 事業報告書

 決算報告書

 国立大学法人会計基準  企業会計原則  財政法，会計法など

　国立大学法人には、国民その他のステークホルダーに対し、財政状態や運営状況に関する説明責任を果たし、自己の状況を客観的に把握する観点から、
上場企業と同様の財務諸表の作成・公表が義務付けられています。

①国立大学法人の財政状態、運営状況を開示するため
②国立大学法人の業績を適正に評価するため

○国立大学法人の会計の仕組み

会計基準

国立大学法人会計 企業会計 官庁会計

主 目 的

記帳形式

認識基準

決算書類
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５．国立大学法人会計基準の特徴

① 公共的な性格を有し、利益獲得を目的とせず、独立採算制を前提としないため、損益がでるような会計制度にはなっていません

●損益均衡
国立大学法人は利益の獲得を目的としていないことから、国立大学法人会計は予定された財源で行うべき業務を行えば損益が均衡する会計
制度となっています。
そのため、収益の認識方法や固定資産の減価償却時に減価償却費（費用）と同額の資産見返戻入（収益）を計上する処理など、企業会計には
ない仕組みがあります。（詳細についてはP.6の1をご参照ください。）

●収益の認識（負債計上後に収益化）
運営費交付金や授業料等の収入は、受領後ただちに収益として計上せず、一旦、負債として計上し、教育研究等の業務の実施後、収益として
認識します。これは資金の受領により大学は当期における教育研究等を行わなければならない義務を負うという考えによるもので、その実施に
より義務が履行され、収益として認識することとなります。（詳細についてはP.5をご参照ください。）

② 国が決定し予算措置する建物整備等、大学単独の判断では意思決定が完結 しないものは、大学の責任の範囲外であるため、

大学の運営状況を示す損益計算書には計上しないこととされています

●損益計算書に計上されない事項
国立大学法人の基盤的施設の更新は、原則として国が施設費の支出を決定することによって措置される仕組みとなっています。
そのため、国立大学法人の意思決定の範囲外となることから、施設費財源で取得した資産の減価償却費を損益計算書の費用として認識しません。
損益計算書は国立大学法人の運営状況を表すものであり、意思決定の範囲外にあるものを掲載することは適切とはいえません。

●損益外減価償却累計額

国によって措置された基盤的施設の価値減少分は、損益外減価償却累計額として貸借対照表の資本剰余金を減じます。

貸借対照表は現在の本学の財政状態を表し、国から措置された資産価値の減少についても反映させる必要があることから、
このような処理を行なっています。（詳細についてはP.6の2をご参照ください。）

③ 利益獲得を目的として出資する資本主を制度上予定せず、利益が配当されることはありません

●利益処分
当期総利益は、国立大学法人の経営努力によるものであると文部科学大臣により承認されたもののみが、目的積立金として、翌年度以降、
中期計画に定めた事業の用に供することが可能となります。
利益配当の獲得を目的として出資する資本主は制度上想定されていないため、民間企業における利益配当のようなものはありません。
出資者である国が国立大学法人に求めるのは、国に代わって「我が国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発展を図る」ことであり、
利益の分配ではありません。

国立大学法人の主たる業務は教育・研究であり、営利企業とは異なり利益の獲得を目的とはしていません。そのため国立大学法人
の会計制度は企業会計に準じつつ、業務の特殊性を考慮し、企業会計には見られない特有の会計処理を取り入れています。

損 益
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○財務諸表の相関関係

1 貸借対照表（Ｂ/Ｓ） 2 損益計算書（Ｐ/Ｌ）

（３/３１における財政状態を示すもの） （４/１～３/３１における運営状況を示すもの）

3 キャッシュ・フロー計算書 5 業務実施コスト計算書

4 利益の処分（または損失の処理）に関する書類 6 （ 1 と 2 の明細）

資産 負債

純資産

損益外減価償却費
機会費用　等

資金期末残高

業務活動ＣＦ 投資活動ＣＦ

財務活動ＣＦ

当期未処分利益現金・預金
(または当期未処分損失)

(損益計算書の費用から自己収入を除く）

費　用　　　　　収　益

当期総利益

(または当期総損失）

業務費用

附属明細書

資産・負債・純資産の内訳

当期未処分利益
(または当期未処分損失)

利益処分額（または損失処理額）

目的積立金

一
致

明
細

一
致

一
致
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○業務運営（費用の執行）の会計処理例：期間進行基準

１．運営費交付金、授業料で「通常の」教育業務運営費行った場合 ２．運営費交付金、授業料で「効率よく」教育業務運営を行った場合

負債

純資産 純資産

費用 収益 費用 収益

① ①

② ②

③ 現預金は１０残ります。

④ 利益１０が発生して純資産になります。

損益計算書（Ｐ/Ｌ）

貸借対照表（Ｂ/Ｓ）

資産

貸借対照表（Ｂ/Ｓ）

収益２０－費用２０＝利益０（損益均衡）

資産

損益計算書（Ｐ/Ｌ）

負債

●業務運営を効率よく行ったり、経費節減などで
費用が抑えられれば、その経営努力の分だけ
利益が発生します。利益は「資金の裏付けのあ
る」利益であり、利益処分により「目的積立金」と
なります。

収益２０－費用１０＝利益１０（資金の裏付けあり）

交付金を受け入れた場合、資産に「現預金」、負債に「交付金債務」
を計上します。

１０の教育業務を行った場合、費用に「教育経費１０」、収益は費用
額に関係なく全額「交付金収益」を計上します。

交付金を受け入れた場合、資産に「現預金」、負債に「交付金債務」を
計上します。

２０の教育業務を行った場合、費用に「教育経費２０」、収益は費用額
に関係なく全額「交付金収益２０」を計上します。

●通常の業務運営を行えば損益均衡とな
り、利益が発生しません。

現預金 ２０ 交付金債務 ２０

交付金収益 ２０教育経費 ２０

① ①

収益化 ２０②費用化 ２０

②

現預金 ２０ 交付金債務 ２０

交付金収益 ２０教育経費 １０

①

①

②費用化 １０

②

利益 １０現預金 １０

減額

③

収益化 ２０

④
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○固定資産取得の会計処理例

１．運営費交付金、授業料、寄附金で固定資産を取得した場合 ２．施設費で固定資産を取得した場合

資産 負債 資産 負債

純資産

純資産

費用 収益
※固定資産の減価償却期間を４年としています。

※固定資産の減価償却期間を４年としています。

① ①

② ②

③ ③

④ ④

貸借対照表（Ｂ/Ｓ）

●減価償却費を損益計算に含めないため利益には影響しま
せん。

２０の固定資産を取得した場合、「現預金」を「固定資産」に、「預り施設費」を純資産
の「資本剰余金」に振り替えます。

固定資産の減価償却５が発生すると、減価償却費の費用計上は行わず、損益外減
価償却累計額▲５として資本剰余金を減少します。

損益計算に含めない

施設費を受け入れた場合、資産に「現預金」、負債に「預り施設費」を計上します。

減価償却後、資産は「固定資産１５」、純資産は「資本剰余金２０、損益外減価償却
累計額▲５（差引１５）」が残ります。

　国立大学法人の基盤的財産である建物等の更新は、国が施設費
として措置する仕組みとされていることから、法人独自の判断で意思
決定が完結し得ないため、法人の運営責任の範囲外であるとの考え
により損益に含めないこととされています。

●減価償却費相当額を収益化するため損益均衡となり、利
益は発生しません。

貸借対照表（Ｂ/Ｓ）

収益５－費用５＝利益０（損益均衡）

損益計算書（Ｐ/Ｌ）

交付金を受け入れた場合、資産に「現預金」、負債に「交付金債務」を計上します。

２０の固定資産を取得した場合、「現預金」を「固定資産」に、「交付金債務」を「資産見
返負債」に振り替えます。

固定資産の減価償却５が発生すると、費用に「減価償却費５」、償却相当額を留保され
た負債である「資産見返負債５」を収益である「資産見返負債戻入５」に振り替えます。

減価償却後、資産は「固定資産１５」、負債は「資産見返負債１５」が残ります。

資産見返負債
戻入 ５

減価償却 ５

②

①

収益化 ５③費用化 ５③

現預金 ２０

固定資産 １５

①

④

資産取得

減価償却

資産見返負債１５

①

②
資産取得

固定資産 ２０

交付金債務 ２０

資産見返負債２０

④

固定資産 ２０

預り施設費 ２０②

①

③

現預金 ２０

固定資産 １５

①

④

資産取得

減価償却 資本剰余金 ２０

損益外減価償却累計
額 ▲５

①

②

減額 ５
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○　貸　借　対　照　表

貸借対照表とは、本学の一定時点（３月３１日）の財政状態を示すものです。　

財政状態とは、資金をどこからどれだけ調達し、調達した資金をどのように運用しているかという資金の調達と運用の状態をいいます。

貸借対照表は、以下に示す通り、資産の部、負債の部及び純資産の部の三つから構成されます。

資産の部：
本学が持つ教育・研究活動に必要な資源を、固定資産と流動資産に分けて表します。

新しく購入した資産の金額はプラスに計上されますが、既に本学にある資産が経年劣化によって下落した価値分の金額は、減価償却によってマイナスに計上されます。

・ 固定資産

本学が教育・研究事業を実施するために大きな役割を果たす土地・建物などの施設や設備です。

・ 流動資産

現金・預金や有価証券等、本学が保有する金銭的な資産です。

前払費用（既に支払っているがサービスを未だ受けていない費用）や未収収益（大学の収入になるが、未だ入金のない額）等も、流動資産として計上します。

　 【本事業年度における概況】

資産全体では対前年度比1,321百万円の減となっています。内訳の概況は以下の通りです。

【固定資産】

建物及び構築物は、前年度まで毎年行われてきた耐震改修等の大規模工事が終了したことにより資産購入額よりも減価償却額が上回り、818百万

円減少しています。工具器具備品も、資産購入額よりも減価償却額が上回ったことから371百万円の減少となっています。合計すると、対前年度比

1,209百万円の減少となっています。

【流動資産】

現金及び預金は、資金運用している有価証券（金銭信託）が前年度比200百万円増加したことによるほか、前年度から繰越した運営費交付金124百

万円を執行したことに伴い、減少となっています。合計すると、対前年度比112百万円の減少となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成26年度 平成27年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

固定資産 41,765 40,556 △ 1,209

有形固定資産 41,616 40,419 △ 1,197

土地 23,610 23,608 △ 2 本学所有の土地（調布、藤沢、菅平） 多摩川運動場に係る土地の一部を調布市に売却したことによる減

建物 14,139 13,356 △ 783
建物及び附属設備。建物とは管理棟、講義
棟、研究棟等。附属設備は冷暖房、照明、ガ
ス、昇降機等

建物新営工事等の減少により資産購入額を減価償却額が上回った
ことによる減,、旧調布宿舎の除却による減

構築物 547 512 △ 35 門、塀、噴水等
建物新営工事等の減少により資産購入額を減価償却額が上回った
ことによる減

工具器具備品 1,746 1,375 △ 371 50万円以上の物品 資産購入額を減価償却額が上回ったことによる減

図書 1,469 1,463 △ 6 図書

建設仮勘定 0 0 0
工事契約で契約金額の一部を前金として支
払った場合、同額を建設仮勘定とする

その他有形固定資産 102 103 1 美術品、船舶、車両運搬具 船舶（ヨット）が寄贈されたことによる増

無形固定資産 149 137 △ 12 特許権、商標権、ソフトウェア等 減価償却費の増加による減

流動資産 2,377 2,265 △ 112

現金及び預金 1,779 1,452 △ 327 現金、普通預金、定期預金等
資金運用している金銭信託が増加したことや前年度から繰越した運
営費交付金を執行したことによる減

未収入金 280 285 5
当年度に実施された補助金や受託研究のう
ち翌年度以降に入金されるもの、未収学生納
付金（免除申請中の入学金）等

有価証券 300 500 200 国債、金銭信託等で運用しているもの 資金運用している金銭信託が増加したことによる増

その他流動資産 17 27 10 前払費用、未収収益等

44,142 42,821 △ 1,321

勘　定　科　目

資産の部合計 

【資産の財務分析】
【固定資産】

建物が減少しています。これは前年度まで施設整備費補助金によって措置されてきた耐震改修等の大規模工事が終了し、大規模な施設整備がなかっ

たたことや、100周年キャンパス整備運営事業のための旧調布宿舎の除却が影響しています。

工具器具備品の計上額も、大型研究設備が措置されず、資産購入額を減価償却額が上回ったことから、例年に比べて低くなっています。

【流動資産】

現金及び預金が減少しています。これは資金運用している金銭信託が増加したことによるほか、前期から繰越した運営費交付金124百万円を執行したこ

とによるものと考えられます。
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○　貸　借　対　照　表

負債の部：
本学が持つ教育・研究活動に必要な資源（＝資産）を調達するために必要な資金を、固定負債と流動負債に分けて表します。

調達に必要な資金を本学以外から賄っている場合（主に国（政府出資金は除く）や学生）に、負債としてその金額が計上されます。

・ 固定負債

翌々年度以降に返済しなければならない債務です。

国立大学法人会計特有の資産見返負債が計上されます。これは会計処理として損益均衡を図るために用いられる負債であり、返済義務を伴うものではありません。

一方、長期リース債務も固定負債として計上されますが、これは上記の特殊な負債と異なり支払義務があることから、経営上注意を払う必要があります。

・ 流動負債

翌年度に返済しなければならない債務です。

主に国立大学法人会計特有の運営費交付金債務、授業料債務などがあります。（繰越し分は除く）

運営費交付金や授業料を国や学生から預かったときに負債として計上し、教育・研究を行なう義務を全うしたときにこの負債は解消されます。（収益化され負債が帳消しとなる）

【本事業年度における概況】

負債全体では対前年度比558百万円の減少となっています。内訳の概況は以下の通りです。

【固定負債】

資産見返負債は、減価償却費の増加により156百万円減少しています。その他固定負債は、長期リース契約の返済が１年分終了したことにより、

165百万円減少しています。合計すると、対前年度比 320百万円の減少となっています。

【流動負債】

運営費交付金債務は、第２期中期目標期間終了に伴い残高が０円となったことにより対前年度比で124百万円減少しています。前受金は、平成２８

年度入学者が入学手続時に納める授業料が減少したこと等により61百万円減少しています。未払金は、前年度に比べて物品や役務等への支払予定

は少なかったものの、人件費支払予定額が増加したことにより50百万円増加しています。合計すると、対前年度比238百万円の減少となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成26年度 平成27年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

固定負債 4,362 4,042 △ 320

資産見返負債 3,940 3,784 △ 156

運営費交付金、授業料、寄附金、補助金等で
購入した資産と同額を計上します。対象資産
の減価償却費が計上された時に同額を減少
させます。損益均衡をという国立大学法人会
計制度の趣旨をまっとうするための負債勘定
であり、返済義務を伴う債務とは性格が異な
ります。

資産購入額を減価償却額が上回ったことによる減

その他固定負債 422 257 △ 165
長期リース債務（1年以上のもの。情報基盤セ
ンター等の電子計算機システムのリース契
約）

4年契約をしているリースの1年分を支払い終わったことによる減

流動負債 2,945 2,707 △ 238

運営費交付金債務 124 0 △ 124 翌年度に繰越す運営費交付金
業務達成基準を適用した学内プロジェクトを達成したことによる減、第
２期中期目標期間の終了に伴い残額を全額収益化したことによる減

寄附金債務 777 774 △ 3 翌年度に繰越す寄附金

273 218 △ 55 翌年度に繰越す受託研究・共同研究 翌事業年度へ繰越した受託研究直接経費の減

前受金 391 330 △ 61
入学手続時に徴収した、翌年度の授業料及
び翌事業年度へ繰越した科研の間接経費等

平成28年度入学者が入学手続時に納める授業料が減少したことによ
る減

未払金 906 956 50
人件費、物品購入、工事等でH28.3.31までに
受入が完了したものについて支払わなければ
ならない金銭債務、消費税

人事院勧告実施のための人件費支払準備による増

その他流動負債 472 427 △ 45

預り補助金等、短期リース債務（１年未満のも
の）、賞与引当金（運営費交付金で措置され
ない賞与の平成27年12月から平成28年3月
までの分）、資産除去債務等

預り補助金の減

7,307 6,749 △ 558負債の部合計 

勘　定　科　目

前受受託研究費・前受受託事業
費等

【負債の財務分析】
【固定負債】

その他固定負債において長期リース債務が減少しています。これは、長期契約しているリース料の支払いが適切に行われていることを意味します。

【流動負債】

運営費交付金債務の減少が挙げられます。これは、業務達成基準を適用した学内プロジェクトを達成したことによるとともに、第２期中期目標期間終了

に伴い、残額を精算のために収益化したことによるものです。
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○　貸　借　対　照　表

純資産の部：
本学が持つ教育・研究活動に必要な資源（＝資産）を調達するために必要な資金で、政府出資金、資本剰余金、利益剰余金に分かれます。

負債と異なり、履行すべき義務や返済の義務はありません。本学自らの財産として捉えられます。

・ 政府出資金

国立大学法人化時に、国から出資された土地・建物などの固定資産で構成されます。

・ 資本剰余金

国立大学法人特有の会計処理で、主に施設費によって固定資産を取得した場合にその金額が計上されます。

本学の建物は原則として国によって更新される仕組みであり、国から直接財産を与えられるものとして考えます。

そのため国の施設費によって固定資産を取得したときには、債務のない自らの財産になったと考え純資産として計上します。

・ 利益剰余金

過年度の決算及び当年度の決算にて生じた利益を計上します。

文部科学大臣からの経営努力認定を受けることができれば、目的積立金等として「教育研究の質の向上及び組織運営の改善」の目的で使うことができます。

【本事業年度における概況】

純資産全体では対前年度比763百万円の減少となっています。内訳の概況は以下の通りです。

【資本剰余金】

資本剰余金は、100周年キャンパス整備運営事業のための調布宿舎等の除却により257百万円減少しています。また、主に施設費によって取得された

資産の減価償却額を示す損益外減価償却累計額も、対前年度比で587百万円減少しています。

【利益剰余金】

第２期中期目標期間終了にあたっての運営費交付金の収益化に伴い、合計で83百万円の増加となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成26年度 平成27年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

政府出資金 37,969 37,968 △ 1
法人化移行時に国から出資を受けた土地・建
物

資本剰余金 △ 1,305 △ 2,150 △ 845

資本剰余金 8,566 8,309 △ 257

国立大学法人特有の会計処理で、国から措
置された施設費、目的積立金で固定資産を取
得した場合や非償却資産を取得した場合に
計上

100周年キャンパス整備運営事業のための宿舎等の除却による減

損益外減価償却累計額 △ 9,872 △ 10,459 △ 587
国立大学法人特有の会計処理で、上記の減
価償却費及び承継した資産の減価償却はこ
の勘定科目にマイナスで計上

減価償却費の増

利益剰余金 170 253 83

120 120 0
第１期中期目標期間終了時から繰越をしてき
た積立金

45 45 0
現金の裏付のない積立金で、損益計算書上
の損失補填には充てることはできるが、現金
支出を伴う業務に使用することはできない

目的積立金 3 0 △ 3
文部科学大臣の経営努力認定を受けたもの
で「教育研究の質の向上及び組織運営の改
善」のために使用できる

目的積立金（教育活性支援事業）を執行したことによる減

0.3 86 86 今年度決算における利益（又は△損失）
第２期中期目標期間終了にあたっての運営費交付金収益化による
増

36,834 36,071 △ 763

勘　定　科　目

前中期目標期間繰越積立金

積立金

当期未処分利益
（△当期未処理損失）

純資産の部合計 

【純資産の財務分析】
【資本剰余金】

資産の価値減少を示す損益外減価償却累計額（差額 △587百万円）と、新たな資産取得額を示す資本剰余金（差額 △257百万円）が共に減少してい

ます（差額合計 △845百万円）。これは、100周年キャンパス整備運営事業のための調布宿舎等の除却によるほか、施設整備費補助金によって措置され

た固定資産の取得額が少なかったことが要因です。

【利益剰余金】

当期未処分利益（86百万円）は、第２期中期目標期間終了にあたっての運営費交付金の収益化に伴うもので、退職手当及び年俸制への切り替えに必

要な経費に充当するものであるため、実質的な利益は０円となります。

目的積立金の減少（△3百万円）は、目的積立金の適正な執行によって教育研究活動が適正に遂行されていることを意味しますから、経営上問題あり

ません。
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○　損　益　計　算　書
　

損益計算書とは、4月1日から3月31日までの本学の運営状況を明らかにするための計算書です。全ての費用とこれに対応する全ての収益を記載して、業務運営にかかる費用を

どのような財源で賄ったかを示したものといえます。

また、期間損益のみではなく、財政規模の把握や効率的な業務運営状況の把握、利益（または損失）の構成要因の把握のためにも利用されます。

経常費用 ：
本学が教育・研究活動を行なうために費やした費用で、業務費、一般管理費、その他財務的な費用に分かれます。

・ 業務費

教育・研究活動に必要な消耗品や備品の購入費、旅費交通費など、また活動を提供するためにかかった人件費が計上されます。

その目的に応じさらに細かく分かれます。教育のために使用した教育経費、研究のために使用した研究経費などがこれにあたります。

・ 一般管理費

事務等の、国立大学法人全体の運営管理を行なうために要した費用です。

・ 財務費用・雑損

上記費用以外に、会計処理によってかかる費用です。支払利息などが該当します。

　

【本事業年度における概況】

経常費用は、人件費が6,173百万円（58％）、それ以外の費用が4,402百万円（42％）となっています。

研究経費は対前年度比90百万円の減少となっていますが、受託研究・受託事業費等は対前年度比89百万円の増加、また人件費が518百万円の増加

となっており、経常費用全体では271百万円の増加となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成26年度 平成27年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

業務費 9,787 10,125 338

　　 教育経費 1,066 972 △ 94 学生に対して行われる教育に関する経費
H26は体育館工事が多額に計上されていたが、H27は大規模な工
事が少なかったことによる減
電気料支出が減少したことによる減

　　 研究経費 1,097 1,007 △ 90 研究に要する費用
補助金受入額の減少による費用の減
電気料支出が減少したことによる減

　　 教育研究支援経費 638 554 △ 84 附属図書館、情報基盤センター等に要する経費 消耗品費等の支出が減少したことによる減

　　 受託研究・受託事業費等 1,328 1,417 89
外部から委託を受けて行う受託研究や民間との
共同研究（上記活動に係る人件費を含む）

受入額の増加に伴う費用の増

　　 人件費 5,655 6,173 518
一般運営財源、寄附金、補助金を財源とする人
件費（受託研究に係る人件費は含まない）

教員の採用増、退職手当支払の増及び人事院勧告に対応した給
与改正による増

　 一般管理費 510 443 △ 67 管理運営に要する経費 電気料支出減及び修繕費減少による減

　 財務費用・雑損 7 6 △ 1 リース債務の支払利息等

　　 10,304 10,575 271

※ 詳細な内訳につきましては財務諸表附属明細書の「業務費及び一般管理費の明細」を参照してください。

経常費用合計 

勘　定　科　目

※

※

※

※

※

【経常費用の財務分析】
【業務費】

教育経費、研究経費、教育研究支援経費が共に減少しています。これは、前年度と比べ修繕費、委託費、消耗品費等が減少したことや、電気料支出が

減少したことが要因となっています。

受託研究・受託事業費等が増加しています。これは、受入額が増加したことによって産学官連携等の受託研究等が活発化したことによる増加であり、そ

の分の収入があるため、支出超過にはなっておりません。

人件費が増加しています。これは教員の採用増、退職手当支払の増及び人事院勧告に対応した給与改正による増加でありますが、その分の予算は確

保されており、支出超過にはなっておりません。

【一般管理費】

電気料支出減及び修繕費の減少により67百万円が削減されました。
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○　損　益　計　算　書

経常収益 ：

本学が教育・研究活動を行なうために費やした費用（＝経常費用）が、どの財源より支出されたものかを表します。

・ ○○収益（○○＝運営費交付金、授業料などの財源名）

本学が教育・研究活動を行なうために直接費用として使った金額が計上されます。

例えば運営費交付金収益とは、運営費交付金を用いて本学が教育・研究活動を行った際に計上される金額です。

資産を購入した場合はこの収益には計上されず、9ページの資産見返負債として計上されます。（資産を買うのみでは、教育・研究の義務を履行したことにはなりません。）

・ 資産見返負債戻入

本学が教育・研究活動を行なうために、購入した資産の減価償却費相当額が計上されます。減価償却によって価値が減少する際、同時に資産見返負債戻入という収益

を計上することで、教育・研究活動の義務を履行したとみなします。

【本事業年度における概況】

経常収益は、運営費交付金収益が5,049百万円（48%）、学生納付金（授業料、入学料、検定料）収益は2,778百万円（26%）、受託研究・受託事業等収益が

1,408百万円（13%）、それ以外の収益（寄附金収益、施設費収益、補助金等収益など）が1,362百万円（13%）となっており、全体では319百万円の増加となって

います。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成26年度 平成27年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

　 運営費交付金収益 4,938 5,049 111
運営費交付金から、資産取得額と翌年度に繰越
す額を除いた金額

業務達成基準適用の学内プロジェクトを達成したことによる増

　 学生納付金収益 2,723 2,778 55
検定料、入学料、授業料
学生納付金から資産取得額を除いた金額

授業料財源による資産取得が減少したことによる収益の増

　 受託研究・受託事業等収益 1,311 1,408 97 受託研究、共同研究、受託事業 受入額の増加に伴う収益の増

　 寄附金収益 160 215 55
奨学寄附金、UEC基金、現物寄附
寄附金使用額から資産取得額を除いた金額

現物寄附の増加及び寄附金財源による資産取得が減少したこと
による収益の増

　 施設費収益 4 7 3 施設費から、資産取得額を除いた金額

　 補助金等収益 474 439 △ 35
大学改革推進等補助金、科学技術人材育成費
補助金等使用額から資産取得額を除いた金額

補助金交付額の減少による収益の減

　 資産見返負債戻入 447 422 △ 25
国立大学法人特有の会計処理で、取得した固定
資産の減価償却と同額を資産見返戻入に計上
することにより損益を均衡させる

償却資産の減少による減

   126 212 86 科学研究費補助金間接経費 受入額の増加による収入の増

   財務収益・雑益 91 65 △ 26
学生納付金以外の自己収入（財産貸付料収入、
特許料収入、講習料収入等）

宿舎建替えによる宿舎料収入の減

10,278 10,597 319経常収益合計 

勘　定　科　目

科学研究費補助金等間接経費収入

※印が付いた財源については、資産を購入した場合は○○収益には計上されず、減価償却費と同額が資産見返負債戻入に計上されることとなります。

※

【経常収益の財務分析】
【運営費交付金収益】

業務達成基準適用事業の遂行に伴う支出の増加が見られ、その結果収益が増加しています。これは、複数年にまたがる学内プロジェクトが適切に実施

されていることを意味します。

【受託研究・受託事業等収益】

受入額増加に伴った支出の増加が見られ、その結果収益が増加しています。これは、産学連携等の受託研究等が活発に実施されたことを意味します。

【資産見返負債戻入】

損益均衡を図るための国立大学法人特有の処理であり、財務状態への影響はありません。

【科学研究費補助金等間接経費収入】

受入額増加により収入の増加がありました。

※

※

※
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○　損　益　計　算　書

経常利益 ：
経常利益とは、経常収益から経常費用を差し引いた額です。

臨時損益：
突発的に起こる固定資産の売却や、除却（処分）の場合に生じた利益や損失が計上されます。

当期総利益：
上記の経常利益に、目的積立金の原資となる前年度以前の収入も考慮した、最終的な今年度の利益となります。

【本事業年度における概況】

当期総利益は、経常収益から経常費用を差し引いたものに臨時損益などを加えて86百万円となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成26年度 平成27年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

経常利益 （△経常損失） △ 26 21 47
経常収益－経常費用
目的積立金や前中期目標期間繰越積立金を使
用した金額がマイナスの要因となっている。

臨時損失 17 51 34 資産を除却、売却した時に計上 小島町地区再開発のための宿舎除却による増

臨時利益 18 115 97
国立大学法人特有の会計処理で資産を除却、売
却した額と同額の収益 ＋ 固定資産売却益

上記の損失を均衡させるための収益のほか、第２期中期目標期
間終了にあたっての運営費交付金収益化による増

当期純利益 （△当期純損失） △ 25 85 110 経常利益－臨時損失＋臨時利益

18 0 △ 18

8 1 △ 7

当期総利益 （△当期総損失） 0.3 86 86 今年度決算における利益（又は△損失）
第２期中期目標期間終了にあたっての運営費交付金収益化によ
る増

勘　定　科　目

前中期目標期間繰越積立金取崩額
目的積立金を使用した場合、使用した金額のうち
資産取得額を除いた額を計上する。
ここに計上することにより、経常利益のマイナス
が解消される。
第１期から繰越した目的積立金か第２期のもの
であるか区分をして計上しなければならない。

目的積立金の減少による減

目的積立金取崩額

【当期総利益の財務分析】

今年度の当期総利益は、第２期中期目標期間終了にあたっての運営費交付金収益化により発生しています。これは、退職手当及び年俸制への切り替え

に必要な経費に充当するものであり、実質的な当期総利益は０円となっております。このことは、国立大学法人会計基準の趣旨に沿った損益均衡に一致す

る結果であり、予定された財源で適正な教育研究活動が行なわれたことを示すと考えられます。
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○　キャッシュ・フロー計算書
一会計期間における現金の流れの状況を一定の活動区分別（業務活動、投資活動、財務活動）に表した計算書です。

・ 業務活動キャッシュ・フロー

教育・研究の業務の実施に係る各事業収入や人件費支出等の資金の出入りを表すもの

・ 投資活動キャッシュ・フロー

固定資産、有価証券の取得及び売却、利息の受取等に伴う資金の出入りを表すもの

・ 財務活動キャッシュ・フロー

借入金等の資金の調達及び返済、リース債務の返済等に伴う賃金の出入りを表すもの

　

【本事業年度における概況】

業務活動は、前年度に比べ人件費支出の増加や補助金等収入の減少によりキャッシュの流入が343百万円減少しています。

投資活動は、前年度に比べ有形固定資産への支出が減少したことにより、キャッシュの流出が840百万円減少しています。

財務活動は、リース債務の支払が前年度とほぼ同様となっています。

期末残高は1,452百万円となっています。
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（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成26年度 平成27年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

908 565 △ 343

　　

　　

　　 

△ 1,498 △ 658 840

　　

　　 

　　

　 施設費による収入

△ 234 △ 234 0

　　

0 0 0 外貨建ての資金がある場合の換算差額を記載する

△ 824 △ 327 497

2,604 1,779 △ 825 4月1日現在額

1,779 1,452 △ 327 3月31日現在額
資金運用している金銭信託が増加したことや前年度から繰越し
た運営費交付金を執行したことによる減

勘　定　科　目

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー

通常の業務の実施に係る各事業収入や人件費支
出等の資金の出入りを表すもの

補助金等収入の減少による減
原材料等の購入による支出

人件費支出

運営費交付金収入

授業料、入学料、検定料収入　等

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産、有価証券の取得及び売却、利息の受
取等に伴う資金の出入りを表すもの

建物新営工事等による固定資産取得が減少したことによる増

定期預金の預入による支出

定期預金の払戻による収入

固定資産の取得による支出

固定資産の売却による収入

借入金等の資金の調達及び返済、リース債務の
返済等に伴う賃金の出入りを表すもの
リース取引にかかる支払利息やリース債務償還に
よる支出についても財務活動の区分に計上される

リース債務の返済による支出

利息の支払（リース）

Ⅳ資金に係る換算差額

Ⅴ資金増加（△減少）額

Ⅵ資金期首残高

Ⅶ資金期末残高

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

【財務分析】

Ⅶ資金期末残高が減少しています。これは、資金運用している金銭信託が増加したことによるほか、前年度から繰越した運営費交付金124百万円を執行し

たことによるものと考えられます。
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○　国立大学法人業務実施コスト計算書

　

　

（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

平成26年度 平成27年度 差額 項　目　説　明 前年度との比較

5,792 5,915 123

業務費・一般管理費等

　　

学生納付金収益

　 受託研究・受託事業収益

寄附金収益　等

870 827 △ 43

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 96 96

6 6 0

△ 50 78 128

143 0 △ 143
有料で提供していたら、または、市場で運用していれば国が得
られたはずの利益

計算で用いている１０年国債の利率の減（Ｈ２６：０．３９５％→Ｈ
２７：０．０００％）

0 0 0

6,762 6,925 163 国民負担となる本学の業務コスト額

100周年キャンパス整備運営事業のための調布宿舎の除却に
よる増

　企業会計には無いもので、国立大学法人の業務運営に関して、国民の負担に帰せられる現在及び将来のコストを表示するものであり、損益計算の対象とはならない損益外
減価償却費や国、地方公共団体からの無償借受又は減額使用による貸借料相当額等の機会費用等を加える一方で、国民の直接の負担とはならない学生納付金等の自己
収入を除いて算定する計算書です。

勘　定　科　目

Ⅰ業務費用

国から直接財源が措置の元、行われた教育研究活動にかかっ
たコスト

業務費を構成する受託研究・受託事業費等や人件費の増加に
よる増

損益計算書上の費用

　（控除）自己収入

Ⅱ損益外減価償却相当額

損益外（上記Ⅰ以外）に計上されたコスト

Ⅲ損益外減損損失相当額

Ⅳ損益外有価証券損益相当額（確定）

Ⅳ損益外有価証券損益相当額（その他）

Ⅵ損益外利息費用相当額

Ⅶ損益外除売却差額相当額

国から財源措置があったため発生しなかったコスト
Ⅸ引当外退職給付増加見積額

Ⅹ機会費用

Ⅺ（控除）国庫納付額

Ⅻ国立大学法人等業務実施コスト

Ⅷ引当外賞与増加見積額

【本事業年度における概況】
本年度の業務実施コストは6,925百万円となっています。

国民一人当りの負担額は54円となります。（国民総人口1億2711万1千人：平成27年11月1日現在推計人口）
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○　利益の処分（損失の処理）に関する書類

　

　

Ⅰ当期総利益（△当期総損失） 86

Ⅱ積立金振替額 0 120

前中期目標期間繰越積立金

Ⅲ利益処分額 207

積立金 207

　 目的積立金 0

　 教育研究の質の向上及び組織運営の改善のための積立金

Ⅳ損失処理額 0

積立金取崩額 0

Ⅴ次期繰越欠損金 0

　損益計算書により算定された、当期総利益（または当期総損失）の内容を明らかにする書類です。

（単位：百万円、単位未満切捨のため合計欄は一致しません）

勘　定　科　目 平成26年度 平成27年度 差額

00

0.3

0

0 0

0.3

0.3

0

86

207

207

120

0

0

【本事業年度における概況】
今年度は当期総利益が86百万円となっています。
この当期総利益は、退職手当及び年俸制への切り替えを行う国立大学法人に対する財政支援として第２期中期目標期間中に措置された運営費交付金の執行

残であり、翌年度へ繰越した後にも同様の使途に充てることとなります。
積立金振替額は、第３期中期目標期間へ繰越する積立金です。この積立金は、実際に現金があるわけではなく、損失が生じた場合にその補填をするためだけ

に使用されるものです。
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H27運営費交付

金（復興特別会

計含む）
5,036
47%

自己収入（授業

料等）
2,689
25%

産学連携等収入

1,387
13%

科研直接経費

572
5%

補助金等収入
484
4%

科研間接経費

230
2%

寄附金収入

165
2%

業務達成基準の繰越

124
1%

施設整備費補助金

84
1%

目的積立金

4
0%

総額
10,778百万円

[H26 11,481百万円]

教員人件費

3,872
36%

教育研究経費

2,321
22%

役員・職員人件

費
1,787
17%

産学連携等研究

経費
1,387
13%

科研直接経費

572
5%

補助金等

484
4%

寄附金事業費

165
1%

運営費交付金繰越

等

88
1%

施設整備費

84
1%

科研費間接経費

翌年度繰越額
18
0%

総額
10,778百万円

[H26 11,481百万円]

収入の部 支出の部

電気通信大学総事業費概要 ― 平成２７年度決算 ―
単位：百万円

※科研費（直接経費）は研究者個人に渡される補助金のため、損益計算書の収益額には計上されません。

産学連携等研究収入内訳

国（総務省等） 187
独法等（JST,NEDO等） 720
その他民間 265
間接経費 215
　　　　　　　　計 1,387
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電気通信大学総事業費概要（平成２２年度～平成２７年度）経年推移【収入】

5,314 5,198 4,876 4,972 5,039 5,036 

610 
518 205 351 124 

118 

115 
167 

199 
193 

230 

3,003 

2,937 
2,901 

2,724 
2,738 

2,689 

416 
380 

330 748 
678 

484 

189 

288 1,110 
1,700 

513 

84 

406 
141 

82 

74 

44 140 
198 

150 

153 

159 

165 

1,647 
1,901 1,422 

1,140 

1,264 

1,387 

428 

389 
459 

491 

501 

572 

11,687 

12,157 12,017 
12,408 

11,481 

10,778 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27

科研直接経費

産学連携等収入

寄附金収入

目的積立金

施設整備費補助金

補助金等収入

自己収入（授業料等）

科研間接経費

業務達成による前年度からの繰越

運営費交付金

（単位：百万円） H26年度とH27年度との主な増減要因

H26 H27 増減 要因

施設整備
費補助金

513 84 △ 429

H26では体育
館工事による
施設費の交
付が多額で
あった

補助金等
収入

678 484 △ 194
補助金交付
額の減少

産学連携
等収入

1,264 1,387 123
受入額の増
加
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電気通信大学総事業費概要（平成２２年度～平成２７年度）経年推移【支出】

2,823 3,031 3,033 
2,658 2,807 

2,321 

56 
49 67 

18 

3,752 
3,846 3,691 

3,553 
3,712 

3,872 

1,682 
1,580 1,558 

1,553 
1,597 

1,787 

416 
380 330 

748 
678 

484 

189 
288 

1,110 
1,700 

513 

84 

140 
123 

150 

153 

115 

165 

74 
43 

1,647 

1,900 
1,422 

1,140 

1,264 

1,387 

428 

389 459 
491 

501 

572 

26 
610 

520 208 
363 

184 

88 

11,687 

12,157 12,017 
12,408 

11,481 

10,778 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27

運営費交付金繰越等

目的積立金申請額

科研直接経費

産学連携等研究経費

寄附金の翌年度への繰越額

寄附金事業費

施設整備費

補助金等

役員・職員人件費

教員人件費

科研費間接経費翌年度繰越額

教育研究経費

（単位：百万円） H26年度とH27年度との主な増減要因

H26 H27 増減 要因

教育研究
経費

2,807 2,321 △ 486
修繕費、委託
費、電気料等
の減少

役員・職
員人件費

1,597 1,787 190

人事院勧告
に対応した給
与改正及び
退職金増に
よる増加

教員人件
費

3,712 3,872 160

人事院勧告
に対応した給
与改正、退職
金増及び採
用増による増
加
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